
平成２６年度　政策評価シート シート記入者

１．総合計画基本構想のまちづくりの目標体系における位置づけ

①基本理念

②政策目標

２．政策目標における達成方針等

３．政策推進コスト

従事職員数
常 常勤職員

再任用職員

臨時職員

（行政経営の展開による視点等）

５　一人一人の思いが調和し　未来をひらく　行政経営

部局長氏名 佐宗　直

対前年度比（増減率） 1.46% -1.73% -14.49% 0.48% 11.24%

一般会計決算額：A
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の
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0.46%

67,470,00062,578,726
74,992政策推進コスト：B（=C+D）

0

87,273
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0

▼再任用２人体制から２５年度からは
再任用１人と非常勤嘱託職員１人雇用
とし、人件費縮減に努めている。

計画額
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２０　行政執行の適法性、効率性、妥当性を維持し確保する

２７年度
決算額 決算額 予算額

２５年度 ２６年度
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従事職員概算コスト：D 69,025
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監査事務局 ２０　行政執行の適法性、効率性、妥当性を維持し確保する

1 人

1 人

0

2 人

部局名

③施策目標 　行政執行の適法性、効率性、妥当性を維持し確保する

２３年度 ２４年度

目指すべき将来像

目標達成に向けたこれまでの達成方針
▼市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事務の管理について、監査を実施しその結果を公表することによ
り、行政の適法性・効率性・妥当性の保障を期する。

▼監査本来の職務である財務管理、事業の経営管理その他の行政運営に関する事務事業の執行について、公正・公
平で、かつ合理的・能率的に運営されているかを監査していくとともに、単なる違法性の指摘だけでなく、再発防
止の指導に重点を置いて監査・検査を行う。

政策目標

（単位：事業、職員ｺｽﾄ 千円／職員数 人）
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４．政策目標達成に向けた取り組みの評価

順調 大きく遅れている

27年度目標値達成可能 27年度目標値達成困難

あり なし

（ ）

指標設定の考え方

５．個別審議会等からの評価・意見等

④新たな指標
設定の有無

■ 遅れている□ 達成 □①政策目標達
成に向けた指
標の進捗状況

②これまで
の取り組み
と成果

□

【①政策目標の達成状況及び効果の状況】
▼定期監査の指摘事項については、２２年度（１１８件）をピークとして平成２１年度（５４件）か
ら２３年度（７４件）にかけて指摘件数が多くなっている。これは、請求書の金額・日付の修正や関
係書類の不備など初歩的な誤りに起因する指摘事項が多く、指摘の結果、２４年度以降は指摘件数が
少なくなった（２４年度３７件、２５年度２７件）。指摘事項を踏まえた財務部及び会計課による契
約・財務の職員研修や副市長への四半期ごとの財務総点検報告などの取り組みによるものと考える。

【②戦略的な政策展開の状況】
▼監査実務経験の浅い職員が多い中で、一定の業務水準を維持・向上させていくとともに、監査の客
観性を保つために、職員の監査能力や知識のレベルアップを図ることが重要である。このため、各種
研修会の受講や様々な監査に関する情報収集に努めるとともに、財務部門経験者である非常勤嘱託職
員を２５年度から雇用することにより、人件費削減と専門性の確保に努めた。

③課題認識
とその解決
に向けた取
り組みの視
点

１．安全安
心の強化
２．少子高
齢化への対
応
３．地方分
権への対応
４．評価結
果への対応

▼財務部局との連携：定期監査での指摘事項の件数０を目標としているが、目標値達成に当たっては
監査が指摘するだけでなく全庁的な取り組みが必要である。これまでの契約・財務職員研修や総点検
に加え、管理職や担当主査・課長補佐といった職員も指摘事項に気づかずに決裁を行っていることか
ら、決裁者への研修も課題の一つである。
▼監査の目的は、行政の事務、事業における適法性、効率性、妥当性の確保、保障を期すことであ
り、各部局がこの視点に立って事務の執行を行っているか監査を行い、指摘を受けた課かいが改善を
行うことにより市民の安全・安心へとつながる。
▼高齢社会への対応として、監査結果の公表に当たっては、なるべくわかりやすい表現に努めるとと
もに、公表の方法についても検討していく。
▼広域行政：寒川町との事務局の共同設置については、監査基準や方法など多くの課題があるが、
茅ヶ崎市としてのメリット・デメリットについて、引き続き慎重に検討していく必要がある。
▼例月出納検査の活用：定期監査は２年に１回であることから、日頃の財務事務監査が重要である。
毎月の例月での伝票誤りなどを見逃さず、その都度会計課を通じて各課かいへ指導することにより、
大きなミスを未然に防いでいく。
▼職員の専門性の確保：地方制度調査会などで、監査制度の充実強化が課題となっている。委員につ
いては専門性は確保されているが、職員の事務処理能力向上については、異動や採用に当たって財務
事務経験者の雇用、また、公会計制度の導入により簿記資格取得者などを優先することなどが必要で
ある。また、職員の研修については内部・外部を問わず積極的に受講していく。

指標名

□

■



６．政策目標の達成状況

７．政策目標を支える施策目標の状況

　行政執行の適法性、効率性、妥当性を維持し確保する 担当課名

4,712 4,691

２７年度

指標名

74件 37件

部局内での割合 100.00% 100.00% 100.00%

8人 8人

事業実施コスト

常勤職員数 8人

104.72%

２０年度
決算額

従事職員概算コスト

対前年度比（増減率）

84,119

- 110.67% 101.46%

87,52975,524 74,992

7 人

83,580

5,967

一般会計

施策目標の達成に向けた取り組み方針

74,631

100.48%

２３年度
決算額

－

77,453

－

２人 2人 ２人 1人

行政執行の適法性・効率性・妥当性を測ります。

－27件

4,701

98.27%

4,700

目標値

－

40件 30件 0件

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど

対27年度

１７年度

－

－

－

２４年度

－

指標設定の考え方

70,010

8 人

２人

82,573 69,025

8人

82,817

２人

7人 7人

2人 2 人

２７年度
0件10件

－ －

20件

▼２２年度をピークとして定期監査の指摘件数は毎年減少し、順調であり、監査指摘事項を踏まえた職員研修や財務総点検な
どの地道な成果が出ている。しかしながら、目標値にはわずかに達していない。目標値である指摘事項０に向けて、引き続き
適正で効率的な事務執行を確保できるよう他部局と連携し指導を行う。
▼監査事務全体のレベルアップが課題となっている。職員の事務処理能力向上については、異動や採用に当たっては財務事務
経験者の雇用や公会計制度の導入により簿記資格取得者などを優先するなどが必要である。また、職員の研修については内
部・外部を問わず積極的に受講していく。

100.0%

実績値

111.24%

－
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85.51%

定例的・定型的事業数

100.00% 100.00%

政策的事業数

２６年度２３年度

87,273

職員数

－ 100.0%－

2 人

1

指標の達成状況等分析

30件

27件37件

－

0件 0件

定期監査の指摘事項の件数

目標設定の考え方

－ － －

２１年度

74件

20件 10件

２６年度

　行政執行の適法性・効率性・妥当性を測ります。定期監査において、監査委員の
指摘を受けた課かいが、改善を行うことにより、適切な行政執行を目指し、指摘件
数を０件にすることを目標としました。

３２年度17年度

13件 54件

目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

－

118件

▼２２年度をピークとして定期監査の指摘件数は毎年減少し、成果が出ている。これは、監査指摘事項を踏まえた職員研修や
財務総点検及び部長会議や庁内イントラ等による情報共有によるものだと考える。しかしながら、目標値にはわずかに達して
いない。２７年度の目標値である指摘事項０に向けて、引き続き適正で効率的な事務執行を確保できるよう他部局と連携し指
導を行う。

実績値

40件基準値

－ －対27年度 －

12件

（単位：事業、職員ｺｽﾄ 千円／職員数 人）

－

２６年度
予算額

常勤

２１年度
決算額

　行政運営における適正で効率的な事務執行のため、内部統制の徹底を促すとともに監査業務をさらに充実・向上させ、透明
で市民に信頼される監査を実施する。

２５年度
決算額

その他

13件

70,823

54件

２２年度
決算額

２５年度

100.00% 100.00%

118件

88,810

２４年度
決算額

100.00%

２７年度
計画額

施策推進コスト

２１年度 ２２年度

その他の職員

定期監査の指摘事項の件数

78,755

３２年度

7人

施策目標の達成状況を測る指標

83,420

4,825


